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研究ノート
民法の流れ図
中　山　秀　登
はじめに
Ａ　編と編との関係
Ｂ　章と章との関係
Ｃ　節と節との関係
Ｄ　款と款との関係
Ｅ　条文と条文との関係
Ｆ　条文（本号，第 3編債権，第415条～第465条の 5）
むすび
凡例
流れ図については，寺田文行ほか編・高校数学解法事典，1205頁以下
「コンピュータ」を参照した。同書1206頁によれば，
　は，「はじめ」と「おわり」を示す。
　は，「計算式など処理の内容をかく。」
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流経法学　第17巻 第 1号
　は，「判断の条件をかきこみ，それによって分岐する。」
本稿では，
　　　　　　　　　のばあいに，YはYesすなわち「はい」を表し，
　　　　　　　　　　NはNoすなわち，「いいえ」を表す。
　数字だけ書いてあるばあいは，条文を表し，項は①②などと表す。注は，
⑴⑵・・・などとして表す。
注のなかで，図をもちいて説明する。以下のように，図の意味を決める。
権利・義務の主体＝人＝
権利・義務の客体＝
人が，何かある権利を持っている，あるいは義務を負っているばあい，人
と権利・義務の客体は，線で結ばれている，と考える。そこで，つぎのよ
うに表す。
　　は，権利があることを表す。たとえば，債権。
　　は，所有権があることを表す。所有権は，たとえて言えば，
太い綱である。
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　　制限物権の設定は，所有権の太い綱から，一本の糸を取り出
すことを表す。左図で点線は，制限物権が取り出されている
状態を表す。
　　は，占有権があることを表す。
　　は，義務があることを表す。たとえば，債務。
　　は，「売る」，「買う」などの意思表示などを表す。
登記
　　は，不動産にかんする物権の変動の対抗要件を表す。
引渡
　　は，動産にかんする物権の譲渡の対抗要件を表す。
対抗要件を で表したのは，つぎのイメージによる。
中世ヨーロッパの騎士が，片手にもっていた盾のイメージである。相手
からの攻撃を防ぐ盾の形は，おおよそ逆三角形であった。そこで，逆三角
形の形で，対抗要件を表す。
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流経法学　第17巻 第 1号
第 3編　債権
第 1章　総則
第 2節　債権の効力
第 1款　債務不履行の責任等
第415条
⑴　山川一陽ほか・口語民法〔新補訂版〕217頁以下を参照した。
債務不履行による損害賠償
Y
Y
後文
前文
412条
⑴
N
N
債務者の責めに帰すべき
事由によって，履行をすることが
できなくなったか
履行遅滞か
　債権者は，履行遅滞に
よって生じた損害の賠償
を請求することができる。
　債権者は，不完全履行に
よって生じた損害の賠償を
請求することができる。
　債権者は，履行不能に
よって生じた損害の賠償
を請求することができ
る。
　債務者が，その債務の本旨
に従った履行をしないとき
履行遅滞 履行不能不完全履行
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債務不履行
以上の図の，ａ～ｈを，以下の表で説明する。
履行遅滞 履行不能
a c
b
h
e f
g
d
完全不履行不完全
債務の履行状況
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流経法学　第17巻 第 1号
以上の表のなかで，○は該当するばあい，×は該当しないばあいを表す。
以上の表については，甲斐道太郎ほか・新民法概説⑵〔債権〕第 3版38頁
以下を参照した。
履行
遅滞
履行
不能
不完全
履行 説明 例
ａ 〇 × × 履行遅滞 買主が，期限に代金を支払わない。
ｂ × × 〇 不完全履行，追完可能 期日に渡した機械の部品の故障。
ｃ × 〇 × 履行不能
売買契約の後，債務者（売
主）の不注意で，家屋が焼
失。
ｄ 〇 〇 × 履行遅滞後，履行不能 家屋が雷で焼失したばあい，債務者は，責任を負う。
ｅ 〇 × 〇 履行遅滞後，不完全履行 期日に遅れて渡した機械の部品の故障。
ｆ × 〇 〇 不完全履行，追完不能
不完全な鉱山の調査報告に
もとづいて，鉱山を買収し
た。しかし，予定された品
質の鉱石を産出しないばあ
いなど。このときは，改め
て完全な調査をしてみても，
もはや無意味である。
※
ｇ 〇 〇 〇 債務不履行の三態様に該当する。　　　　　
ｈ × × × 債務の履行
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※　金子宏ほか編・法律学小辞典・第 4版・補訂版「不完全履行」を参照
した。
Ｂ
依頼者
準委任契約
「鉱山の
調査を
して」
「はい」
調査会社
Ａ
鉱山
調査
債務
鉱山
所有権債権
Bが不完全
履行
Ｂ
Ａ Ａ
Ａは，履行不能に準じて，ただちに
Ｂとの契約を解除し，てん補賠償を
請求できる。　
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第416条
債務の不履行による損害賠償の範囲
Y
Y
①
②
⑴
⑵
YN
N
N損害は，通常，
生ずべき損害か
当事者が
特別の事情を予見したか
当事者が
特別の事情を予見すること
ができたか
　債務の不履行にたいする損害
賠償の請求は，これによって通
常，生ずべき損害の賠償をさせ
ることを，その目的とする。
　債権者は，特別の事情によっ
て生じた損害の賠償を，請求す
ることができる。
特別の事情に
よって生じた
損害
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⑴　通常損害の例。篠塚昭次・注釈民法⑵債権44頁を参照した。売主Ｂが
建物を引き渡さない。そのため，買主Ａが，現在，借りている建物の賃
料を払いつづけなければならないときの損害。以下の例で，建物の売買
代金は，支払い済みとする。
⑵　特別損害の例。篠塚昭次・前掲44頁を参照した。売主Ｂが建物を引き
渡さない。そのため，建物で海産物問屋を開業しようとしていた買主Ａ
は，見込んでいた営業利益が得られず，仕入れた海産物が腐敗したとき
の損害。以下の例で，建物の売買代金は，支払い済みとする。
「売る」
「買う」
占有権
所有権
売買契約
Ｂ
Ａ
債権
債務
建物の
引渡し
占有権
所有権
Ｂが建物を
引き渡さない
（債務不履行）。
Ｂ
Ａ
債権
債務
損害
賠償
Ｂ
Ａ
「売る」
「買う」
占有権
所有権
売買契約
Ｂ
Ａ
債権
債務
建物の
引渡し
占有権
所有権
Bが建物を
引き渡さない
（債務不履行）。
Ｂ
Ａ
債権
債務
損害
賠償
Ｂ
Ａ
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第417条
第418条
損害賠償の方法
　損害賠償は，別段の意思表示がないときは，
金銭をもって，その額を定める。
過失相殺
　債務の不履行にかんして，債権者に過失が
あったときは，裁判所は，これを考慮して，
損害賠償の責任および，その額を定める。
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第419条
金銭債務の特則
　第１項の損害賠償については，債務者は，
不可抗力をもって抗弁とすることができない。
　金銭の給付を目的とする債務の不履行につ
いては，その損害賠償の額は，法定利率に
よって定める。ただし，約定利率が法定利率
を超えるときは，約定利率による。
　前項の損害賠償については，債権者は，損
害の証明をすることを要しない。
①
②
③
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第420条
賠償額の予定
違約金は，賠償額の予定と推定する。
　当事者は，債務の不履行について，損害賠
償の額を予定することができる。この場合に
おいて，裁判所は，その額を増減することが
できない。
　賠償額の予定は，履行の請求または解除権
の行使を妨げない。
①
②
③
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第421条
第422条
⑴　甲斐道太郎ほか・前掲50頁を参照した。価額10万円の時計の所有者Ａ
から，その時計を預かっていた者（受寄者）をＢとする。したがって，
Ａは寄託者である。
金銭でないものによる損害賠償の予定
　前条の規定は，当事者が，金銭でないもの
を，損害の賠償に充てるべき旨を予定した場
合について準用する。
損害賠償による代位
　債権者が，損害賠償として，その債権の目
的である物または権利の価額の全部の支払を
受けたときは，債務者は，その物または権利
について，当然に，債権者に代位する。 ⑴
120
流経法学　第17巻 第 1号
〔Ｂが時計を壊したばあい〕
〔第三者Ｃが時計を壊したばあい〕
占有権
所有権
所有権
時計 時計
受寄者
寄託者
寄託契約（民法657条）
にもとづく債務関係
Ｂが時計を
壊したため，
ＢはＡに
10万円全部
を賠償。
Ｂ
債権
債務
保管
ＡＡ
Ｂ
占有権
第三者
時計を壊した。
所有権
所有権
時計 × 時計
寄託契約（民法657条）
にもとづく債務関係
ＢはＡに
10万円
全部を賠償。
Ｂ Ｃ Ｃ
債権
債権
債務 債務
保管 損害賠償
ＡＡ
Ｂ
Ｃの不法行為（民法709条）
にもとづくＡの損害賠償債
権は，ＡからＢへ，法律上，
当然に移転する。
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第 2款　債権者代位権および詐害行為取消権
第423条
債権者代位権
　債権者は，その債権の期限が到来しない
間は，裁判上の代位によらなければ，前項
の権利を行使することができない。ただし，
保存行為は，この限りでない。
　債権者は，自己の債権を保全するため，債
務者に属する権利を行使することができる。
ただし，債務者の一身に専属する権利は，こ
の限りでない。
① ⑴
②
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⑴　山川一陽ほか・口語民法・新補訂版222頁を参照した。以下の図のな
かの数字は，万円単位とする。（　　）内は，人の認識状況を表す。
（Ｂの財産状態は
悪化している。）
（Ｃから 100万円を取り立てても，どうせ，Ａに持って
いかれてしまう。）ＢはＣにたいする債権を取り立てない。
債権者代位権
ＡがＢに
代位。
Ａが代位権
を行使。
Ｂ
債権
債権
債務
債務
100支払い
100支払い
Ａ
Ｃ
Ｂ
100支払い Ｂに代位
100支払い
Ａ
Ｂ
100支払い
100
Ａ
Ｃ
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　山川一陽ほか・前掲222頁を参照した。判例は，借地人（債権者）Ａが，
賃借土地を，不法に占拠している者Ｃにたいし，地主（債務者）Ｂに代位
して，ＢがＣにたいして有する妨害排除請求権を行使できる，とする。以
上のばあい，債務者（地主）Ｂの無資力を必要としないといい，多くの学
説の支持を得ているとする。
自己占有（直接占有）ＡがＢの妨害
排除請求権を，
代位して，行使。
Ｂ
債権
借地人
請求権 義務
債務 土地 義務
債権者代位権
代理占有（間接占有）
占有権
不法占拠者地主
所有権
用益 Ｂに代位
妨害排除
Ａ
Ｃ
Ｂ
用益
Ａ
124
流経法学　第17巻 第 1号
〔債権者代位権の代位行使〕
　甲斐道太郎ほか・前掲57頁に，代位権の代位行使として，「債務者Ｂが
第三債務者Ｃに代位できる権利を債権者Ａがさらに代位行使する」と述べ
られている。以下，図解する。数字の単位は，万円とする。
ＢがＣに代位
できる権利を，
Ａが，さらに
代位行使。
Ｂ
債権
債権者
権利
債務者
義務
義務
債務 義務
第三債務者
権利
権利
100支払い Ｂに代位
Ｃに代位
Ｃに代位
100支払い 100支払い
Ａ
Ｃ Ｄ
Ｂ
債権
債務 義務
債権 債務
金銭
所有権
権利
100支払い Ｂに代位
100支払い 100
Ａ
Ｃ
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第424条
⑴　山川一陽ほか・前掲223頁を参照した。数字の単位は，万円とする。
詐害行為取消権
　前項の規定は，財産権を目的としない法律
行為については，適用しない。
　債権者は，債務者が債権者を害することを
知ってした法律行為の取消しを，裁判所に請
求することができる。ただし，その行為によっ
て利益を受けた者または転得者が，その行為
または転得の時において，債権者を害すべき
事実を知らなかったときは，この限りでない。
①
⑴
②
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贈与 転売
不動産
詐害行為取消権
Ａが詐害行為の
取消しを裁判所
に請求。裁判所
が許可。
Ｂ
債権
債務 義務
受寄者
所有権
転得者
義務
100支払い 贈与または転売の取消し
Ｃ
Ａ
Ｄ
Ｂ
100支払い
Ａ
債務者Ｂの不動産が，Ｃへ贈与され，さらにＤへ転売されたことにより，
Ｂの総財産が減少。Ａは，貸し金100万円を，全部は返してもらえなく
なる。以上のことが，詐害行為。以上のばあい，ＢとＣまたはＢとＤが
悪意のばあい，以下のようになる。
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第 3編　債権
第 1章　総則
第 3節　多数当事者の債権および債務
第 1款　総則
第427条
⑴　篠塚昭次・注釈民法⑵債権67頁を参照した。
分割債権および分割債務
⑴
　数人の債権者または債務者がある場合に
おいて，別段の意思表示がないときは，各
債権者または各債務者は，それぞれ等しい
割合で，権利を有し，または義務を負う。
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流経法学　第17巻 第 1号
50万円
支払い
所有権
車
債権 債権
債務 債務「車を買う」
（数字は持分）
（数字は持分）
車（共有）
「100万円
で売る」
ＣＣ
Ａ Ｂ
50万円
支払い
1
Ａ
1
Ｂ
50万円
支払い
所有権
車（共有）
債権 債権
債務 債務
「車を買う」
車
「100万円
で売る」
ＣＣ
50万円
支払い
Ａ Ｂ Ａ Ｂ
1 1
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第 2款　不可分債権および不可分債務　　　　　　　　　　　　　　　　
第428条
不可分債権
⑴
　債権の目的が，その性質上，または当事者
の意思表示によって不可分である場合におい
て，数人の債権者があるときは，各債権者は，
すべての債権者のために履行を請求し，債務
者は，すべての債権者のために各債権者にた
いして，履行をすることができる。
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⑴　山川一陽ほか・前掲224頁を参照した。
〔性質上の不可分〕
〔当事者の意思表示による不可分〕
100トンの石炭の
全部の引渡し
債権
債務「売る」
「100トンの石炭を買う。
全部，一度に引渡して。」
ＤＤ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
1 台の自動車の引渡し
債権
債務「売る」
「1台の
自動車を
買う」
ＤＤ
Ａ Ｂ Ｃ
Ａ Ｂ Ｃ
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第429条
⑴　山川一陽ほか・前掲225頁，篠塚昭次・注釈民法⑵債権69頁を参照した。
不可分債権者の一人について生じた事由等の効力
　前項に規定する場合のほか，不可分債権者
の一人の行為または一人について生じた事由
は，他の不可分債権者にたいして，その効力
を生じない。
　不可分債権者の一人と債務者との間に，更
改または免除があった場合においても，他の
不可分債権者は，債務の全部の履行を請求す
ることができる。この場合においては，その
一人の不可分債権者が，その権利を失わなけ
れば分与される利益を，債務者に償還しなけ
ればならない。
①
⑴
②
90万円の車
の引渡し
ＡがＤに
たいして，
債務を免除。
ＤがＢ，Ｃ
へ車を
引渡し。債権
債務
Ｄ
Ａ Ｂ Ｃ
90万円の車
の引渡し
債権 債務
債務
Ｄ
Ｂ Ｃ
30万円
支払い
債権
Ｄ
Ｂ Ｃ
免除によって債権が消滅しな
ければ，債権者Ａが受けるは
ずだった利益（30万円）を，
債務者Ｄに償還する必要があ
る。（前掲・篠塚）
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第430条
⑴　山川一陽ほか・前掲225頁，関口晃・基本法コンメンタール〔第 4
版〕債権総論101頁以下を参照した。債権者（買主）Ａが， 3人の債務
者（売主）から，90万円の車を買ったばあい。
不可分債務
⑴
　前条の規定および次款（連帯債務）の規定
（第434条から第440条までの規定を除く。）は，
数人が不可分債務を負担する場合について準
用する。
90万円の
車の引渡し
Ｂ Ｃ Ｄ
Ａ
90万円の
車の引渡し
債務 債務
債権
Ｂの負担部分
30万円の支払い
30万円
支払い
Ｃ
Ａ Ｄ
債務 債務
債権 債権
Ａ
債権
Ｃ Ｄ
ＡがＢに
たいして
債務を免除
（民法519条）。
ＣがＡへ
車を
引渡し。
Ａは，Ｃ，Ｄに，同時に，
または順次に，車の引渡し
を請求できる。
ＣはＤから 30万円を返してもらえる。
しかし，Ｃは，60万円を負担した。
そこで，Ａは，多すぎる30万円
（Ｂの負担部分に相当する額）を，
Ｃに返さなければならない。
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第431条
⑴　山川一陽ほか・前掲225頁以下を参照した。債権者Ａ・Ｂが，債務者
Ｃ・Ｄから，90万円の車を買う契約をしたばあい。
可分債権または可分債務への変更
⑴
　不可分債権が可分債権となったときは，各
債権者は自己が権利を有する部分についての
み，履行を請求することができ，不可分債務
が可分債務となったときは，各債務者は，そ
の負担部分についてのみ，履行の責任を負う。
90万円の
車の引渡し
Ｃ Ｄ
Ａ Ｂ
債務
債権
損害賠償
Ｃ Ｄ
Ａ Ｂ
債務
債権
45万円
支払い
45万円
支払い
Ｃ Ｄ
Ａ Ｂ
債務
債権
債務
債権
車が事故で
引渡しでき
なくなった。
Ａ，Ｂは，それぞれ 45万円だけ
支払いを請求でき，Ｃ，Ｄは，
それぞれ45万円だけ負担すれば
よい。
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第 3款　連帯債務
第432条
⑴　山川一陽ほか・前掲227頁に示された，連帯債務，連帯保証，保証債
務の比較の図を参照して，以下，図解する。数字の単位は，万円とする。
連帯債務における履行の請求
⑴
　数人が連帯債務を負担するときは，債権
者は，その連帯債務者の一人にたいし，ま
たは同時に，もしくは順次に，すべての連
帯債務者にたいし，全部または一部の履行
を請求することができる。
民法の流れ図
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〔連帯債務〕民法432条以下。債権者Ａにとって，最も強い。
〔連帯保証〕民法454条。債権者Ａにとって，連帯債務の，つぎに強い。
〔保証債務〕民法446条以下。債権者Ａにとって，最も，弱い。
90支払い
Ｂ Ｃ Ｄ
Ａ
30支払い 30支払い
債務 債務
債権
Ｂ
債権
Ｃ Ｄ
Ｂが90弁済。
Ｂは，Ｃ，Ｄの内部負担の
割合で請求できる。
Ａは，Ｂ，Ｃ，Ｄにたいして
全額，請求できる。
90支払い 90保証
Ｂ Ｃ Ｄ
Ａ
90支払い 45支払い
債務 債務
連帯保証人主たる債務者
債務
債権 債権
Ｃ
債権
Ｂ Ｄ
Ｃが90弁済。
Ｃは，Ｄにたいしては，
内部負担の割合で請求
できる。
Ｃは，Ｂにたいしては
全額，請求できる。
Ａは，Ｂ，Ｃ，Ｄにたいして
全額，請求できる。
90支払い 45保証 45 保証
Ｂ Ｃ Ｄ
Ａ
45支払い
債務
保証人 保証人主たる債務者
債務
債権
債権
Ｃ
Ｂ
Ｃが45弁済。
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第433条
⑴　半田正夫・基本法コンメンタール〔第 4版〕債権総論108頁を参照した。
連帯債務者の一人についての法律行為の無効など
⑴
　連帯債務者の一人について，法律行為の無
効または取消しの原因があっても，他の連帯
債務者の債務は，その効力を妨げられない。
金銭の返還
債務 債務
債権
「金銭を貸して。
連帯債務とする。」
「はい。」
金銭消費貸借契約
ＡＡ
Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ Ｄ
Ｃが制限行為能力
のため，Ｃの契約
は取り消された。
Ｂ，Ｄが連帯債務者
として，債務を負担
する。
民法の流れ図
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第434条
⑴　山川一陽ほか・前掲228頁を参照した。
連帯債務者の一人にたいする履行の請求
⑴
　連連帯債務者の一人にたいする履行の請求
は，他の連帯債務者にたいしても，その効力
を生ずる。
給付
Ｂ Ｃ Ｄ
Ａ
債務
Ｂ，Ｃ，Ｄは連帯債務者。
債権
債権者
ＡがＢだけに
請求すると，
Ｃ，Ｄにも請
求したことに
なる。
Ａの債権の消滅時効は，
Ｂ，Ｃ，Ｄにたいして，
中断する。民法147条。
138
流経法学　第17巻 第 1号
第435条
⑴　山川一陽ほか・前掲228頁，三和一博・基本法コンメンタール〔第 4
版〕債権総論109頁を参照した。
連帯債務者の一人とのあいだの更改
⑴
　連帯債務者の一人と債権者とのあいだに，
更改があったときは，債権は，すべての連帯
債務者の利益のために消滅する。
300万円の支払い
債務
債権
「300万円を貸して。
連帯債務にする。」
「300万円の
家屋を
引き渡す」
「はい」
Ｂ，Ｃ，Ｄは連帯債務者。
「はい。」
金銭消費貸借契約
ＡＡ
Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ
300万円の支払い
家屋 所有権
Ａ Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
連帯債務は消滅。
ＢがＡに家屋を
引渡した。
ＡとＢが更改
（民法513条 1 項）。
100万円
求償
権利
義務
Ｂ
100万円
求償
Ｃ Ｄ
民法の流れ図
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第436条
⑴　山川一陽ほか・前掲228頁以下，三和一博・前掲109頁以下を参照した。
数字の単位は，万円とする。
連帯債務者の一人による相殺等
　前項の債権を有する連帯債務者が相殺を
援用しないあいだは，その連帯債務者の負
担部分についてのみ，他の連帯債務者が，
相殺を援用することができる。
　連帯債務者の一人が，債権者にたいして，
債権を有するばあいにおいて，その連帯債務
者が相殺を援用したときは，債権は，すべて
の連帯債務者の利益のために消滅する。
①
⑴
⑵
②
ＢがＡへ
相殺。
Ｂ，Ｃ，Ｄは連帯債務者。 ここでも，Ｂ，Ｃ，Ｄは連帯債務者。
300支払い200支払い
債務
債務 債務
反対債権
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
債権債権
100支払い
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
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⑵　山川一陽ほか・前掲228頁以下，三和一博・前掲109頁以下を参照した。
数字の単位は，万円とする。
300支払い200支払い
債務
債務
反対債権
反対債権
ＡがＣへ
300万円
支払いを
請求。Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
Ｂ，Ｃ，Ｄは連帯債務者
であり，負担部分は平等
とする。
債権
「Ｂの負担部分
100 で相殺」
300支払い200支払い
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
債務
債務
債権
200支払い100支払い
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
民法の流れ図
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第437条
⑴　山川一陽ほか・前掲229頁，三和一博・前掲110頁を参照した。連帯債
務者Ｂ，Ｃ，Ｄの負担部分は平等とする。数字は，万円単位とする。
連帯債務者の一人にたいする免除
⑴
　連帯債務者の一人にたいして，した
債務の免除は，その連帯債務者の負担
部分についてのみ，他の連帯債務者の
利益のためにも，その効力を生ずる。
300支払い
債務債務
ＡがＢにたいして
だけ，債務を免除。
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
債権債権
200支払い
Ａ
Ｃ Ｄ
Ｃ，Ｄは，Ｂの負担部分100について，
債務を免れる。Ｃ，Ｄは，連帯債務を負う。
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第438条
⑴　山川一陽ほか・前掲229頁，三和一博・前掲112頁を参照した。連帯債
務者Ｂ，Ｃ，Ｄの負担部分は，平等とする。数字の単位は，万円とする。
連帯債務者の一人との間の混同
⑴
　連帯債務者の一人と，債権者との間に，混
同があったときは，その連帯債務者は，弁済
をしたものとみなす。
300支払い
義務 義務債務
Ａが死亡し，
Ａの子Ｂが
Ａの遺産を
相続したこと
により混同
（民法520条）。
連帯債務は，
全部消滅。
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
権利 権利債権
100求償 100求償
Ｂ
Ｃ Ｄ
Ｃ，Ｄは，各自の負担部分
だけ，Ａから求償を受ける。
民法の流れ図
143
第439条
⑴　山川一陽ほか・前掲229頁以下，三和一博・前掲112頁を参照した。連
帯債務者Ｂ，Ｃ，Ｄの負担部分は平等とする。数字の単位は，万円とす
る。
連帯債務者の一人についての時効の完成
⑴
　連帯債務者の一人のために，時効が完成し
たときは，その連帯債務者の負担部分につい
ては，他の連帯債務者も，その義務を免れる。
300支払い
債務債務
Ｂのために
消滅時効が
完成。
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
債権債権
200支払い
Ａ
Ｃ Ｄ
Ｃ，Ｄは，Ｂの負担部分100について，
債務を免れる。Ｃ，Ｄは，200支払い
について，連帯債務を負う。
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第440条
第441条
連帯債務における相対的効力の原則
　第434条から前条までに規定する場合を
除き，連帯債務者の一人について生じた
事由は，他の連帯債務者にたいして，そ
の効力を生じない。
連帯債務者についての破産手続の開始
　連帯債務者の全員または，そのうちの数人
が，破産手続開始の決定を受けたときは，債
権者は，その債権の全額について，各破産財
団の配当に加入することができる。
民法の流れ図
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第442条
⑴　山川一陽ほか・前掲230頁以下を参照した。債権者をＡ，連帯債務者
をＢ，Ｃ，Ｄとする。連帯債務者の負担部分は，平等とする。数字の単
位は，万円とする。
連帯債務者間の求償権
　前項の規定による求償は，弁済その他，
免責があった日以後の法定利息および避け
ることができなかった費用その他の損害の
賠償を包含する。
　連帯債務者の一人が弁済をし，その他，自
己の財産をもって共同の免責を得たときは，
その連帯債務者は，他の連帯債務者にたい
し，各自の負担部分について求償権を有する。
①
⑴
②
300支払い
義務 義務債務
ＢがＡへ
300全額を
弁済。
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
権利 権利債権
100 求償 100 求償
Ｂ
Ｃ Ｄ
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第443条
通知を怠った連帯債務者の求償の制限
　連帯債務者の一人が弁済をし，その他，
自己の財産をもって共同の免責を得たこと
を，他の連帯債務者に通知することを怠っ
たため，他の連帯債務者が，善意で弁済をし，
その他，有償の行為をもって免責を得たと
きは，その免責を得た連帯債務者は，自己
の弁済その他，免責のためにした行為を有
効であったものと，みなすことができる。
　連帯債務者の一人が，債権者から履行の請
求を受けたことを他の連帯債務者に通知しな
いで，弁済をし，その他，自己の財産をもっ
て共同の免責を得た場合において，他の連帯
債務者は，債権者に対抗することができる事
由を有していたときは，その負担部分につい
て，その事由をもって，その免責を得た連帯
債務者に対抗することができる。この場合に
おいて，相殺をもって，その免責を得た連帯
債務者に対抗したときは，過失のある連帯債
務者は，債権者にたいし，相殺によって消滅
すべきであった債務の履行を請求することが
できる。
①
⑴
⑵
⑶
②
民法の流れ図
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⑴　山川一陽ほか・前掲231頁以下を参照した。以下，⑵，⑶をふくめて，
Ａを債権者，Ｂ，Ｃ，Ｄを連帯債務者とする。数字の単位は，万円とす
る。Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄは，金銭所有権の点でいうと，最終目標は，⑴のば
あい，以下のようになる。
　　Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄが，金銭所有権の最終目標を達成したときの安堵の表
情を，つぎのように表す。
300
Ａ
－100
Ｂ
－100
Ｃ
－100
Ｄ
Ｂ，Ｃ，Ｄは，契約の
前に比べると，金銭所
有権が 100 減ったこと
になる。
148
流経法学　第17巻 第 1号
民法443条 1項，前段。
債務
債務
債権
債権
債権
債権
「石炭を買う。
連帯債務に
する。」
ＢがＣに
黙ってＡへ，
石炭の代金
300支払い。
ＣがＡから
石炭を受け
取った。Ｃ，
Ｄ（Ｄは自分
の分け前の
石炭をＡから
受け取った）
は，各自，Ｂ
へ 100支払った。
Ｃは，Ａから石炭の引渡しを
受けるまで，Ｂからの請求を
拒否できる。
連帯債務の負担部分は，平等。
「売る」
売買契約
ＡＡ
Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ
100
支払い
300
支払い
石炭の
引渡し
債務 債務
債権 債務
Ｂ Ａ
Ｄ Ｃ
100
支払い
石炭の
引渡し
－300 300
Ｂ Ｃ
－100 －100
Ｄ
－100
民法の流れ図
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⑵　民法443条 1項，後段。ＣがＡにたいし，反対債権をもっていたばあい。
債務
債務
反対債権
債務
債権
債権
「石炭を買う。
連帯債務に
する。」
Ｂは，通知を
しなかったと
いう過失を
もって，Ａへ
石炭の代金
300を支払った。
Ｃも石炭を
受け取った。
ＢがＣへ請求。
Ｂが，Ｃから，返してもらえ
なかった 100をＡへ請求。
ＤがＢへ
100 支払った。
Ｃは，Ａへの反対債権を
もつため，拒絶。
連帯債務の負担部分は，平等。
「売る」
売買契約
ＡＡ
Ｂ Ｄ Ｃ
ＡがＢへ
100 支払った。
ＢがＤへ
請求。
Ｂ Ｄ Ｃ
300
支払い
100
支払い
石炭の
引渡し
債務
債権
Ｂ
Ｃ
100
支払い
Ｄ
100
支払い
－300
300
－300
債務
債権
Ｂ300Ａ
Ｂ－200 Ｂ－200 Ｂ－100
Ｄ－100
200Ａ
Ａ
100
支払い
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⑶　
債務
債務
債権
債権
「石炭を買う。
連帯債務に
する。」
ＢとＤの
負担部分
200（判例）。
ＢがＣへ
200支払った。
Ｂから ＢからＣから Ｃから
ＤがＢへ
100 支払った。
連帯債務の負担部分は，平等。
「売る」
売買契約
ＡＡ
Ｂ Ｃ Ｄ
ＡがＢへ
300支払った。
Ｂ Ｃ Ｄ
300
支払い
石炭
引渡し
債務
債権
債務
債権
Ｃ
Ｂ
200
支払い
Ｄ
100
支払い
－300 Ｂ－500 Ｂ－500
300－300
債務
Ａは不当利得⇩
債権
－100Ｃ
－100Ｄ
－100Ｂ
300Ａ 300 300Ａ
Ｂ－200Ｂ
300Ａ
300
支払い
Ｂは，Ａへ300支払った。
しかし，Ｂは，弁済によ
る免責を，Ｃ，Ｄに通知
しなかった。後に，善意
のＣが，Ａへさらに300
支払った。
民法の流れ図
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第444条
償還をする資力のない者の負担部分の分担
　連帯債務者のなかに，償還をする資力
のない者があるときは，その償還をする
ことができない部分は，求償者および他
の資力のある者の間で，各自の負担部分
におうじて，分割して負担する。ただし，
求償者に過失があるときは，他の連帯債
務者にたいして，分担を請求することが
できない。
⑴
⑵
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⑴　山川一陽ほか・前掲232頁を参照した。数字の単位は，万円とする。
300支払い
義務 義務債務
連帯債務の負担部分は，平等。
Ｂは，契約前に比べて，
金銭所有権が300減った。
「ごめんなさい。
無資力です。」
（以下，同様）
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
権利債権
ＢがＡへ
300 支払った。
150支払い
Ｄ
Ｃの負担部分
100は，Ｂと
Ｄが分担。
ＤがＢへ
150支払った。
100求償 100求償
Ｃ Ｄ
Ｂ－300
Ｂ－150 Ｄ－150Ｂ－300
民法の流れ図
153
⑵　山川一陽ほか・前掲232頁を参照した。数字の単位は，万円とする。
300支払い
ＢがＡへ
300支払った。
義務
義務
権利
義務債務
連帯債務の負担部分は，平等。
ＢがＣに返還を請求
しないあいだに，Ｃが
無資力。Ｂに過失あり。
（もっと早く，Ｃに求償
しておけば，よかった。）
「無資力」
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
権利権利債権
100求償
Ｄ
ＢはＤに
Ｃの負担部分
の分担を請求
できない。
ＤがＢへ
100支払った。
100求償 100求償
Ｃ Ｄ
Ｂ－300
Ｂ－200 Ｄ－100Ｂ－300
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第445条
連帯の免除と弁済をする資力のない者の負担部分の分担
　連帯債務者の一人が，連帯の免除を得たば
あいにおいて，他の連帯債務者のなかに，弁
済をする資力のない者があるときは，債権者
は，その資力のない者が弁済をすることがで
きない部分のうち，連帯の免除を得た者が負
担すべき部分を負担する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　山川一陽ほか・前掲232頁以下を参照した。数字の単位は，万円とする。
300支払い
債務債務
債権
連帯債務の負担部分は，平等。
ＡがＢへだけ
連帯の免除。
Ａ
Ｂ Ｃ Ｄ
ＣがＡへ
300弁済。
ＢがＣへ
100弁済。
ＡがＣへ
50弁済。
Ｃは，本来ならば，Ｂから150請求できる
（民法444条）。しかし，Ｂは，連帯の免除
を受けている。
Ｃは，Ｂにたいし，100だけ請求
できる。Ｃは，残りの50を，Ａに
請求することができる。
100支払い 100支払い
Ｂ Ｄ
Ａ300 －300Ｃ
100支払い 50支払い
Ｂ Ａ
－300Ｃ
300
債権
Ｃ，Ｄは連帯債務を負う。
100支払い 300支払い
Ｂ Ｃ Ｄ
Ａ
「無資力」
Ｂ Ｃ
－100 －150
Ａ
－250
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第 4款　保証債務
第 1目　総則
第446条
保証人の責任等
　保証人は，主たる債務者が，その債務を履
行しないときに，その履行をする責任を負う。
　保証契約は，書面でしなければ，その効力
を生じない。
①
⑴
②
③
　保証契約が，その内容を記録した電磁的記
録（電子的方式，磁気的方式，その他，人の
知覚によっては認識することができない方式
で作られる記録であって，電子計算機による
情報処理の用に供されるものをいう。）によっ
てされたときは，その保証契約は，書面によっ
てされたものと，みなして，前項の規定を適
用する。
民法の流れ図
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，保証人をＣとする。
主たる債務者 保証人
「保証人に
なって」
「はい」
給付
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
債務 債務
債権
債権
債権者保証契約
Ａ
Ｂ Ｃ
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民法447条
民法448条
保証債務の範囲
　保証人は，その保証債務についてのみ，
違約金または損害賠償の額を約定すること
ができる。
　保証債務は，主たる債務にかんする利
息，違約金，損害賠償その他，その債務
に従たる，すべてのものを包含する。
①
②
保証人の負担が，主たる債務より重いばあい
　保証人の負担が，債務の目的または態様
において，主たる債務より重いときは，こ
れを，主たる債務の限度に減縮する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　山川一陽ほか・口語民法〔新補訂版〕234頁を参照した。
「無利息で，
金銭を貸して」
「はい」
金銭消費貸借契約。
ＢがＡから金銭を
受け取った。
Ｃの債務は，無利息の
保証債務に減縮される。
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
無利息の
金銭の返還
無利息の
保証
Ｃ
債務 債務
債権 債権
「利息つきで
保証人になって」
「はい」
保証契約
Ａ
Ｃ
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民法449条
⑴　山川一陽ほか・前掲234頁以下を参照した。
取り消すことができる債務の保証
　行為能力の制限によって取り消すことができる
債務を保証した者は，保証契約の時において，そ
の取消しの原因を知っていたときは，主たる債務
の不履行のばあい，または，その債務の取消しの
ばあいにおいて，これと同一の目的を有する独立
の債務を負担したものと推定する。 ⑴
「金銭を貸して」
「はい」
未成年者
金銭消費貸借契約。
ＢがＡから金銭を受け取った。
Ｂが，未成年
のため，取消し。
民法 5条 2項に
よる。
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
金銭の返還
Ｃ
債務 債務
保証人
債権
Ａ
Ｃ
金銭の返還
債務
債権債権
「保証人になって」
「はい」
保証契約
Ａ
Ｃ
保証
民法の流れ図
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民法450条
保証人の要件
　債務者が保証人を立てる義務を負うばあい
には，その保証人は，つぎに掲げる要件を具
備する者でなければならない。
一　行為能力者であること。
二　弁済をする資力を有すること。
　保証人が，前項，第二号に掲げる要件を欠
くに至ったときは，債権者は，同項各号に掲
げる要件を具備する者をもって，これに代え
ることを請求することができる。
①
②
③
　前二項の規定は，債権者が保証人を指
名したばあいには，適用しない。
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民法451条
他の担保の供与
　債務者は，前条，第一項，各号に掲げる
要件を具備する保証人を立てることができ
ないときは，他の担保を供して，これに代
えることができる。
民法の流れ図
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民法452条
⑴　債権者をＡ，主たる債務者をＢ，保証人をＣとする。
催告の抗弁権
　債権者が保証人に債務の履行を請求した
ときは，保証人は，まず，主たる債務者に
催告をすべき旨を請求することができる。
ただし，主たる債務者が破産手続開始の決
定を受けたとき，または，その行方が知れ
ないときは，この限りでない。 ⑴
主たる債務者 保証人
債権者
ＡがＣへ
債務の履行
を請求。
ＡがＢへ催告。
しかし，Ｂは
履行しない。
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
債務債務
債権
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
Ｃの抗弁権は消滅。
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
義務
催告の抗弁
権利
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民法453条
⑴　民法452条により，債権者Ａが，債務者Ｂへ催告。しかし，Ｂが履行し
ないばあいは，つぎのようになる。
検索の抗弁権
　債権者が，前条の規定に従い，主たる債務
者に催告をした後であっても，保証人が，主
たる債務者に弁済をする資力があり，かつ，
執行が容易であることを証明したときは，債
権者は，まず，主たる債務者の財産について
執行をしなければならない。 ⑴
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
義務
債権
債権者
債権
債務 債務
検索の抗弁
権利
主たる債務者 保証人
民法の流れ図
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民法454条
民法455条
連帯保証のばあいの特則
　保証人は，主たる債務者と連帯して債
務を負担したときは，前二条の権利を有
しない。
催告・検索の抗弁権の行使の効果
　第452条または第453条の規定により，保
証人の請求または証明があったにもかかわ
らず，債権者が催告または執行をすること
を怠ったために，主たる債務者から，全部
の弁済を得られなかったときは，保証人は，
債権者が，ただちに催告または執行をすれ
ば弁済を得ることができた限度において，
その義務を免れる。 ⑴
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⑴　斎藤博・基本法コンメンタール〔第四版〕債権総論126頁を参照した。
債権者をＡ，主たる債務者をＢ，保証人をＣとする。以下，二つの例を
挙げる。いずれも，催告の抗弁権のばあい。検索の抗弁権も，同様に考
えてよい。数字の単位は，万円とする。
〔例 1〕
Ａ
Ｂ
150支払い
Ｃ
150保証
義務
権利
債権 債権
債権者
ＡがＣへ
債務の履行
を請求。
債務 債務
主たる債務者 保証人
Ａ
Ｂ
150支払い
Ａ
Ｃ
所有権
Ｃ
150保証
ＣがＡへ催告の抗弁。
しかし，ＡがＢへ催告
を怠ったため，ＢがＡ
へ 50だけ弁済。
ＡがＢへ，ただちに
催告していたら。
ＡがＢへ，ただちに
催告しなかったため。
保証人の義務なし。
ＢはＡへ弁済。
全額150を
ＢはＡへ
弁済した
だろう。
150
100
50
Ｃは，差額の100については，
保証債務を免れる。
催告の抗弁
50
民法の流れ図
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〔例 2〕
Ａ
Ｂ
150支払い
Ｃ
150保証
義務
権利
債権 債権
債権者
ＡがＣへ
債務の履行
を請求。
債務 債務
債務
債権
主たる債務者 保証人
Ａ
Ｂ
150支払い
Ｃ
60保証
Ａ
所有権
Ｃ
150保証
ＣがＡへ催告の抗弁。
ＡがＢへ催告していれば，
Ａは，90の弁済を受けた
だろう。しかし，ＡがＢへ
催告を怠ったため，ＢがＡ
へ50だけ弁済。
ＡがＢへ，ただちに
催告していたら。
ＡがＢへ，ただちに
催告しなかったため。
保証人の義務あり。
保証人の義務なし。
ＢはＡへ弁済。
全額150のうち
ＢはＡへ90弁済
しただろう。
60
90
60
40
50
催告の抗弁
50
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民法456条
保証人が数人いる場合
⑴
　数人の保証人がある場合には，それらの保
証人が，各別の行為により，債務を負担した
ときであっても，第427条の規定を適用する。
民法の流れ図
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⑴　山川一陽ほか・前掲237頁を参照した。債権者をＡ，主たる債務者をＢ，
保証人をＣ，Ｄ，Ｅとする。数字の単位は，万円とする。
Ａ
Ｂ
300支払い
Ｃ
300保証
債権 債権
債権者
Ａは，だんだん不利になる。
債務 債務
主たる債務者 保証人
Ａ
Ｂ
300支払い
Ｃ Ｄ
150保証
Ｄが保証人
に加わる。
150保証
Ａ
Ｂ
300支払い
Ｃ Ｄ
100保証
さらに，
Ｅが保証人
に加わる。
100保証
Ｅ
100保証
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民法457条
⑴　山川一陽ほか・前掲237頁を参照した。債権者をＡ，主たる債務者を
Ｂ，保証人をＣとする。
主たる債務者について生じた事由の効力
　保証人は，主たる債務者の債権による
相殺をもって，債権者に対抗することが
できる。
　主たる債務者にたいする履行の請求そ
の他の事由による時効の中断は，保証人
にたいしても，その効力を生ずる。
①
②
⑴
⑵
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
債権 債権
債権者
ＡのＢ，Ｃにたいする債権の
消滅時効は，中断。民法147条
による。
債務 債務
主たる債務者 保証人
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
ＡがＢへ，債務の
履行を請求。または，
Ｂが債務を承認。
民法の流れ図
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⑵　債権者Ａが，主たる債務者Ｂにたいして，10万円の支払い債権をもって
いるとき，ＢがＡへ，7万円の反対債権をもっているばあいを図解する。
数字の単位は，万円とする。
Ａ
Ｂ
10支払い
Ｃ
10保証
債権
債権
債権者
債務
債務
債務
保証人主たる債務者
反対債権
7支払い
Ａ
Ｂ
10支払い
Ｃ
10保証
債務
債務
債権
債務
債権
反対債権
「10 万円，保証
してください」
Ｃが，Ｂの
反対債権に
よってＡへ
相殺。
7支払い
Ｂの反対債権
による
相殺
Ａ
Ｂ
3支払い
Ｃ
3保証
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民法458条
民法459条
連帯保証人について生じた事由の効力
　第434条から第440条まで（連帯債務者の一
人にたいする履行の請求等の絶対的効力事
由，相対的効力の原則）の規定は，主たる債
務者が，保証人と連帯して債務を負担するば
あいについて，準用する。
委託を受けた保証人の求償権
　第442条，第 2項（連帯債務者間の求
償権）の規定は，前項の場合について，
準用する。
　保証人が，主たる債務者の委託を受けて，
保証をしたばあいにおいて，過失なく債権者
に弁済をすべき旨の裁判の言渡しを受け，ま
たは，主たる債務者に代わって弁済をし，そ
の他，自己の財産をもって債務を消滅させる
べき行為をしたときは，その保証人は，主た
る債務者にたいして，求償権を有する。 ⑴
①
②
民法の流れ図
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⑴　篠塚昭次・注釈民法⑵債権88頁以下を参照した。債権者をＡ，主たる債
務者をＢ，Ｂから頼まれて，保証人になった者すなわち受託保証人をＣと
する。
主たる債務者 受託保証人
給付
債務
「保証人に
なって」
委任契約（民法643条以下）
「はい」
債権
Ａ
Ｂ Ｃ
「保証人に
なって」
ＣがＡへ弁済。
Ｃの出捐は，
委任事務の
処理の費用に
相当する
（民法649条
・650条）。
ＣはＡに代位する。
民法500条の法定代位による。
「はい」
給付
債務
債権
保証契約
Ａ
Ｂ Ｃ
求償
義務債務
権利
債権
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
保証
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民法460条
委託を受けた保証人の事前の求償権
　保証人は，主たる債務者の委託を受けて
保証をしたばあいにおいて，つぎに掲げる
ときは，主たる債務者にたいして，あらか
じめ，求償権を行使することができる。
一　主たる債務者が，破産手続開始の決定
を受け，かつ，債権者が，その破産財団
の配当に加入しないとき。
二　債務が弁済期にあるとき。ただし，保
証契約の後に，債権者が，主たる債務者
に許与した期限は，保証人に対抗するこ
とができない。
三　債務の弁済期が不確定で，かつ，その
最長期をも確定することができないばあ
いにおいて，保証契約の後，10年を経過
したとき。
民法の流れ図
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民法461条
主たる債務者が保証人にたいして償還をするばあい
　前項に規定するばあいにおいて，主た
る債務者は，供託をし，担保を供し，ま
たは保証人に免責を得させて，その償還
の義務を免れることができる。
　前二条の規定により，主たる債務者
が保証人にたいして償還をするばあい
において，債権者が全部の弁済を受け
ない間は，主たる債務者は，保証人に
担保を供させ，または保証人にたいし
て自己に免責を得させることを請求す
ることができる。
①
②
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民法462条
委託を受けない保証人の求償権
　主たる債務者の意思に反して保証をし
た者は，主たる債務者が現に利益を受け
ている限度においてのみ求償権を有す
る。この場合において，主たる債務者が
求償の日，以前に，相殺の原因を有して
いたことを主張するときは，保証人は，
債権者にたいし，その相殺によって消滅
すべきであった債務の履行を請求するこ
とができる。
　主たる債務者の委託を受けないで保証
をした者が弁済をし，その他，自己の財
産をもって主たる債務者に，その債務を
免れさせたときは，主たる債務者は，そ
の当時，利益を受けた限度において償還
をしなければならない。
⑴
①
②
民法の流れ図
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⑴　山川一陽ほか・前掲239頁を参照した。数字の単位は，万円とする。
Ａ
Ｂ
10支払い
Ｃ
10保証
債権
債権
債権者
債務者
債務
所有権
債務
Ａから受け
取った金銭
保証人
4月 1日に，
ＣがＡへ
10弁済。
民法 500条
により，
ＣがＡに
法定代位。
10月 1 日に
ＣがＢへ10
求償。Ｂは，
Ａにたいする
3の反対債権
で相殺を主張。
Ｂ，Ａが
Ｃへ，債務
を履行。
10
Ｃ
Ｂ
7求償
Ａ
3支払い
債権
権利
Ｃは，残り 3を
Ａに請求。
義務 債務
10
Ｂ
3
Ａ
10
Ａ
Ｂ
Ｃ
3支払い 10求償
Ａから
Ａから Ｃから Ｂから
Ｃから Ｂから
権利
義務
反対債権
債務
8月 1日に
ＢがＡに
たいし，
3万円の
反対債権
を取得。
10
10 3
Ｃ
Ｂから Ａから
7 3
10 3
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民法463条
民法464条
通知を怠った保証人の求償の制限
　保証人が，主たる債務者の委託を受け
て保証をした場合において，善意で弁済
をし，その他，自己の財産をもって債務
を消滅させるべき行為をしたときは，第
443条の規定は，主たる債務者について
も準用する。
　第443条（通知を怠った連帯債務者の
求償の制限）の規定は，保証人につい
て準用する。
①
②
連帯債務または不可分債務の保証人の求償権
⑴
　連帯債務者または不可分債務者の一人のた
めに保証をした者は，他の債務者にたいし，
その負担部分のみについて求償権を有する。
民法の流れ図
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⑴　石川利夫・山田創一・基本法コンメンタール〔第四版〕債権総論134
頁以下，我妻・有泉コンメンタール総則・物権・債権〔第 4版〕851頁
以下を参照した。債権者をＥ，連帯債務者または不可分債務者をＡ，Ｂ，
Ｃ，保証人をＤとする。数字の単位は，万円とする。
300支払い
債務
Ａ，Ｂ，Ｃの負担部分は平等とする。 保証人
Ｅ
Ａ Ｂ Ｃ
ＤがＥ
へ弁済。
債務
債権
債権
債権者
300求償
Ｄ
Ａ
100求償
Ｂ
100求償
Ｃ
権利
義務
Ａのために300保証
Ｄ
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共同保証人間の求償権
　第462条（委託を受けない保証人の求
償権）の規定は，前項に規定するばあい
を除き，互いに連帯しない保証人の一人
が，全額または自己の負担部分を超える
額を弁済したときについて準用する。
　第442条から第444条まで（連帯債務者間
の求償権）の規定は，数人の保証人がある
ばあいにおいて，そのうちの一人の保証人
が，主たる債務が不可分であるため，また
は各保証人が全額を弁済すべき旨の特約
があるため，その全額または自己の負担部
分を超える額を弁済したときについて準
用する。
①
②
⑴
民法の流れ図
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⑴　石田喜久夫・口語債権法〔補訂 2版〕143頁以下，篠塚昭次・前掲92
頁以下を参照した。Ａを債権者，Ｂを債務者，Ｃ，Ｄを保証人とする。
数字の単位は，万円とする。
Ａ
Ｂ
10支払い
Ｃ
5保証
債権
債権者
債務者
債務
金銭
所有権 保証人
Ｄ
5保証
債務
債権
保証人
ＣがＡへ
8弁済。
10
Ａ
Ｂ
2支払い
Ｃ
Ｄ
3求償
債権
債務
権利
義務
10
8 －8
Ｃ，Ｄは，分別の利益がある。
したがって，Ａは，Ｃ，Ｄに
たいし各々， 5だけ請求する
ことができる。
Ｃは，負担部分の 5を超える 3につき，
Ｄにたいし事務管理の法理に準じ，
民法462条によって，求償する。
ＤがＣへ
3弁済。
ＢがＡ，Ｃ，Ｄ
へ履行。
Ａ
Ｂ
2支払い
Ｃ
5求償
債権
債務 義務 義務
権利
10
8 －5 Ｄ
3求償
権利
－3 Ａ
Ｂ
Ｃ Ｄ10
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第 2目　貸金等根保証契約
第465条の 2
貸金等根保証契約の保証人の責任等
　第446条，第 2項および第 3項（保証
契約の有効要件としての書面）の規定は，
貸金等根保証契約における第 1項に規定
する極度額の定めについて準用する。
　一定の範囲に属する不特定の債務を主
たる債務とする保証契約（以下「根保証
契約」という。）であって，その債務の
範囲に，金銭の貸渡し，または手形の割
引を受けることによって負担する債務
（以下「貸金等債務」という。）が含まれ
るもの（保証人が法人であるものを除く。
以下「貸金等根保証契約」という。）の
保証人は，主たる債務の元本，主たる債
務にかんする利息，違約金，損害賠償そ
の他，その債務に従たるすべてのもの，
および，その保証債務について約定され
た違約金または損害賠償の額について，
その全部に係る極度額を限度として，そ
の履行をする責任を負う。
　貸金等根保証契約は，前項に規定する
極度額を定めなければ，その効力を生じ
ない。
①
⑴
②
③
民法の流れ図
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，保証人をＣとする。
給付
債務 債務
債務者
債権者
債権
Ｂ
「根保証して」
「はい」
根保証契約Ａ
Ｃ
債権
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
根保証
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第465条の 3
貸金等根保証契約の元本確定期日
　第446条，第 2項および第 3項（保証契約の有効要件と
しての書面）の規定は，貸金等根保証契約における元本
確定期日の定め，および，その変更（その貸金等根保証
契約の締結の日から， 3年以内の日を元本確定期日とす
る旨の定め，および元本確定期日より前の日を変更後の
元本確定期日とする変更を除く。）について準用する。
　貸金等根保証契約において，主たる債務の元本の確定
すべき期日（以下「元本確定期日」という。）の定めがあ
るばあいにおいて，その元本確定期日が，その貸金等根
保証契約の締結の日から， 5年を経過する日より後の日
と定められているときは，その元本確定期日の定めは，
その効力を生じない。
　貸金等根保証契約において，元本確定期日の定めがな
いばあい（前項の規定により，元本確定期日の定めが，
その効力を生じないばあいを含む。）には，その元本確定
期日は，その貸金等根保証契約の締結の日から， 3年を
経過する日とする。
　貸金等根保証契約における元本確定期日の変更をする
ばあいにおいて，変更後の元本確定期日が，その変更を
した日から， 5年を経過する日より後の日となるときは，
その元本確定期日の変更は，その効力を生じない。ただし，
元本確定期日の前， 2箇月以内に，元本確定期日の変更
をするばあいにおいて，変更後の元本確定期日が，変更
前の元本確定期日から， 5年以内の日となるときは，こ
の限りでない。
①
②
③
④
民法の流れ図
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第465条の 4
貸金等根保証契約の元本の確定事由
　つぎに掲げる場合には，貸金等根保証契約
における主たる債務の元本は，確定する。
一　債権者が，主たる債務者または保証人の
財産について，金銭の支払を目的とする債
権についての強制執行または担保権の実行
を申し立てたとき。ただし，強制執行また
は担保権の実行の手続の開始があったとき
に限る。
二　主たる債務者または保証人が，破産手続
開始の決定を受けたとき。
三　主たる債務者または保証人が，死亡した
とき。
186
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第465条の 5
保証人が法人である貸金等債務の根保証契約の求償権
　保証人が法人である根保証契約であって，
その主たる債務の範囲に，貸金等債務が含ま
れるものにおいて，第465条の 2，第 1項に
規定する極度額の定めがないとき，元本確定
期日の定めがないとき，または元本確定期日
の定め，もしくは，その変更が，第465条の
3，第 1項もしくは第 3項の規定を適用する
とすれば，その効力を生じないものであると
きは，その根保証契約の保証人の主たる債務
者にたいする求償権についての保証契約（保
証人が法人であるものを除く。）は，その効
力を生じない。
民法の流れ図
187
⑴　椿久美子・基本法コンメンタール〔第四版〕債権総論144頁以下，我
妻・有泉コンメンタール総則・物権・債権〔第 4版〕859頁を参照した。
債権者をＡ，債務者をＢ，法人である保証人をＣ，自然人である保証人
をＤとする。
債務者 法人
債権者
ＣがＡへ
根保証債務
を履行。
Ｄが保証。
Ｃ
Ｂ
求償
債務 義務債務
債権
債権 権利
Ａ
Ｂ
給付
Ｃ
根保証
自然人
法人
債務義務
債権
権利
Ｃ
Ｂ
求償
Ｄ
保証
